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１．洋上風力に係る新たな環境影響評価手続（領海及び内水）

⚫ 領海及び内水において、従来、事業者が実施していた現地調査までのプロセスについて、新たに
環境大臣が実施することにより、複数の事業者による重複した手続を排除し、プロセスを合理化。

⚫ その際、事業者による準備書等の作成に必要な情報が適切に提供されることが重要。

新たな制度のイメージ対比図

2※環境審査顧問会とは、発電所の環境影響評価に係る環境審査要領に基づき技術総括・保安審議官によって設置された組織
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２．洋上風力に係る新たな環境影響評価手続（EEZ）

⚫ EEZにおいては、領海の事業者選定よりも早期の段階で事業者に仮の許可が与えられるため、
複数の事業者による重複した手続は想定されにくいことなどから、事業者が現地調査等を実施。

新たな制度のイメージ対比図
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（同法の公布から１年以内に施行）
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4

３．環境影響評価を進めるに当たっての留意点

⚫ 領海及び内水の場合（例）

➢ 事業者による準備書等の作成の基礎となる調査方法書のあり方
（評価の項目・手法、データの粒度等）

➢ 事業者による再度の現地調査を必要とさせないための調査方法書における事業想定のあり方

➢ 国・事業者が集めたデータの利活用のあり方

➢ その他、電気保安・作業安全について 等

⚫ EEZの場合（例）

➢ 事業者が準備書等の作成に必要となる情報に関し、領海及び内水の場合との差異

➢ 国・事業者が集めたデータの利活用のあり方

➢ その他、電気保安・作業安全について 等
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発電所に係る環境影響評価の手続フロー図
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環境要素の
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⼀  ○印は、各欄に掲げる環境要素が、影響要因の区分の項に掲げる各要因により影響を受けるおそれがあるものであることを⽰す。

⼆ この表における「影響要因の区分」は、次に掲げる発電所における⼀般的な事業の内容を踏まえ区分したもの

である。イ ⼯事の実施に関する内容

（１）  ⼯事⽤資材等の搬出⼊として、建築物、⼯作物等の建築⼯事に必要な資材の搬出⼊、⼯事関係者の通勤、残⼟、伐採樹⽊、廃材の搬出を⾏う。

（２）  建設機械の稼働として、建築物、⼯作物等の設置⼯事（既設⼯作物の撤去⼜は廃棄を含む。）を⾏う。なお、海域に設置される場合は、しゅんせつ⼯事を含む。

（３） 造成等の施⼯として、樹⽊の伐採等、掘削、地盤改良、盛⼟等による敷地、搬⼊道路の造成、整地を⾏う。なお、海域に設置される場合は、海底の掘削等を含む。ロ  ⼟

地⼜は⼯作物の存在及び供⽤に関する内容

（１）  地形改変及び施設の存在として、地形改変等を実施し建設された⾵⼒発電所を有する。なお、海域に設置される場合は、海域における地形改変等を伴う。

（２）  施設の稼働として、⾵⼒発電所の運転を⾏う。

三 この表において「重要な地形及び地質」、「重要な種」、「重要な種及び重要な群落」とは、学術上⼜は希少性の観点から重要であるものをいう。

四  この表において「⾵⾞の影」とは、影が回転して地上に明暗が⽣じる現象（シャドーフリッカー）をいう。

五 この表において「注⽬すべき⽣息地」とは、学術上⼜は希少性の観点から重要であること、地域の象徴であることその他の理由により注⽬すべき⽣息地をいう。六  

この表において「主要な眺望点」とは、不特定かつ多数の者が利⽤している眺望する場所をいう。

七  この表において「主要な眺望景観」とは、主要な眺望点から景観資源を眺望する景観をいう。

⼋  この表において「主要な⼈と⾃然との触れ合いの活動の場」とは、不特定かつ多数の者が利⽤している⼈と⾃然との触れ合いの活動の場をいう。

発電所の設置⼜は変更の⼯事の事業に係る計画段階配慮事項の選定並びに当該計画段階配慮事項に係る調査、予測及び評価の手法に関する指針、環境影響評価の項⽬並びに当
該項⽬に係る調査、予測及び評価を合理的に⾏うための手法を選定するための指針並びに環境の保全のための措置に関する指針等を定める省令

別表第六（第⼆⼗⼀条関係）
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